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イタリアにおける原発問題
――「脱原発」国民投票の歴史的位相と課題――
伊藤 武
１．脱原発政策の「再選択」と原発問題
福島原子力発電所事故の余韻冷めやらぬ２０１１年６月、イタリアでは原子力発
電の再開の是非を問う国民投票が実施された。開票の結果、原発再開を進める
ベルルスコーニ政権（当時）の政策は否定された。脱原発政策は継続されるこ
とになった。日本において、このようなイタリアの選択は、１９８０年代に国民投
票によって脱原発を選択した国民が、脱原発路線の堅持を求める世論の勝利と
して報じられた。その模様は、いわゆるフクシマ後の脱原発路線のモデルとし
て、同年３月のドイツにおける脱原発の決定と並ぶ注目を集めた。
しかし、国民投票におけるイタリアの選択を、単に脱原発政策の継続として
理解するのは適切ではない。あまり注目されていないものの、実際には、さま
ざまなかたちで脱原発政策は揺れ動いてきたことが明らかになっているからで
ある。イタリアの原発問題は、国内政治経済だけでなく EUなど国際面も含
み、原子力政策だけでなく、エネルギー政策全般、さらには経済政策、安全保
障、環境問題など多様な争点に触れる問題であるが、これらの条件は１９８０年代
から大きく変化してきた。また、１９８０年代と今回の国民投票をめぐる構図を見
直すと、国民投票の勝利と手放しで賞賛できない面も浮上している。
本稿では、イタリアの脱原発政策をめぐる錯綜したイメージを解きほぐすた
めに、原子力エネルギーの開発政策の変容を考察する。歴史的に遡りながら現
代の政策変化を論じることによって、２０１１年の国民投票の選択は、むしろ複雑
に変化する環境に対する、脱原発政策の「再選択」として捉えるべきであると
主張する。
以下では、第二次世界大戦後のイタリアにおける原子力開発の始動と発展を
検討した後（２）、１９８０年代半ば旧ソ連のチェルノブイリ原発事故を契機に国
民投票を通じて脱原発が選択される過程と２０世紀末までの展開を論じる
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（３）。さらに、今世紀に入って再始動した原発開発政策がフクシマ後に急速
に変貌を遂げて、国民投票による否決に至る過程をみた上で（４）、最後にイ
タリアの（脱）原発政策の文脈と特徴、そして課題を明らかにする（５）。そ
の結果、イタリアの脱原発路線は、国民投票とならんで政党政治や統治構造の
影響を大きく受けており、より濃淡のある展開を示してきたことが明らかにな
るであろう。
２．戦後イタリアの原発問題
（１） 第二次世界大戦後のイタリアにおけるエネルギー問題と原発開発
イタリアは伝統的にエネルギー小国である。１９世紀以降の産業化において
も、石炭などエネルギーの不足は重要な問題と意識されてきた。電力源として
は、北部の水力発電が有力であったものの、拡大する需要を賄うには十分では
なかった。
第二次世界大戦後、石炭から石油へとエネルギー源が移行する中で、石油資
源の確保はきわめて重要な課題となった。炭化水素公社（ENI）総裁のエンリ
コ・マッテイは、民間大資本が支配する電力産業や米英の石油メジャーが支配
する油田開発・権益に対して挑戦し、天然ガスを軸とした国内での資源開発、
そして第三世界での油田権益確保に奔走した。マッテイによるエネルギー政策
は、エネルギー資源の大幅な不足状況、資源ナショナリズムの勃興、公的イニ
シアチブと民間との摩擦、政党政治との密接な関係、国際政治からの強い影響
など、後の原子力開発と共通した問題状況を抱えていた。しかし、国内の天然
ガスと海外からの石油輸入だけではエネルギー不足を補うことはできなかっ
た。イタリアも終戦後ほどなくして原子力開発に取り組んでゆくことになるの
である。
イタリアにおいて原子力エネルギーは、戦前の科学研究としての段階を経
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て、第二次世界大戦終結直後に注目を集め始めた。その趨りは、１９４６年、実験
研究情報センター（CISE : Centro Infromazioni Studi Esperienze）の設置であ
る。CISEは最大の民間電力企業エディソン社やフィアット社など民間企業に
よる出資で設立された組織であるが、小規模なプロジェクトであった。予算は
本格的開発を進めるには到底足りず、フィアット社経営者のヴァレッタなどは
政府による原子力開発への関心の低さを批判した
（１）
。
産業界や科学者から陳情を受けた政府は、１９５２年６月、原子力研究国家委員
会（CNRN : Comotato Nazionale per le ricerche nuclieari）を設置した。CERN
には物理学者や産業界の代表、高級官僚などが参加した。ただし、CERNは国
家研究評議会（CNR：日本の学術振興会に当たる）に付属した自律性も財政も
乏しい組織に留まった。
（２） 原子力発電所建設プロジェクトの始動
同時期、世界でも原子力エネルギーの開発が本格化した。米ソを軸とした原
爆から水爆に至核兵器開発競争の陰で、原子力は電力など平時のエネルギー源
としてきわめて強い期待を寄せられた。アメリカでは、１９５３年、アイゼンハ
ワー大統領が「平和のための原子力（Atoms for Peace）」の構想を公表して、
民生の原子力エネルギーの発展に向けたプログラムを推進した。その直前、
ヨーロッパ諸国は、欧州原子力共同体（Euratom）の設立に合意していた。１９５５
年、ジュネーブにおいて、国連は、原子力の平和利用に関する会議が開催さ
れ、翌５６年には国際原子力機関（IAEA）が設立された。このように、１９５０年
代に入ると原発推進の気運は高まった。
原子力発電が国家プロジェクトとして本格始動したのは、イタリアが「経済
の奇跡（miracolo ecoomico）」と称される高度経済成長に踏み出した１９５０年代
中盤から後半である。イタリアは、５５年早々アメリカと二国間協定を結び、原
子力技術の導入に道筋を着けた。５６年には CERNの事務局長にイポリートが
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就任し、組織も改組されて権限が強化された。イポリートらの精力的活動に
よって、原子力発電所の建設に向けた流れに弾みがつき始めた。
ただし、開発は官民一致した国策として順調に進展したわけではなかった。
原子力エネルギー開発は、当時のイタリア経済政策を貫く民間部門・公共部門
の対立、とくに電力政策（電力産業国有化問題）の推移から強い影響を受けた
からである
（２）
。この対立軸は、当時の中道連合政権与党、とくに最大政党キリス
ト教民主党（DC）内の中道左派と中道右派の対立、中道与党連合内の左派と
自由党など右派との摩擦と呼応していた。もともと DCでは民間産業界と近い
中道右派が優勢であったが、ファンファーニなどが率いる左派は経済開発や公
共企業体の活用など公的イニシアチブの拡大を梃子に勢力を拡大していた。イ
タリア総合石油社（AGIP）によるポー川流域のガス田開発の独占や、AGIPを
含む ENIの設立によって、公的介入を支持する中道左派の力は上昇していた
（３）
。
このような公的介入の拡大には、伝統的に強い政治力を有するエディソン社な
ど北部電力産業が強く反発し、DC右派や保守政党を支援した。また同じ公共
部門でも、機械産業や電力産業など傘下に多数の企業を抱える産業復興公社
（IRI）と、石油を軸としたエネルギー産業を軸とした ENIは、強いライバル
関係にあった。その結果、原発問題は、イタリア経済政策における公私の役割
分担という原則問題と連動し、とくに当時最大の争点となった電力産業国有化
問題と密接に絡んで展開したのであった。
１９５７年から翌５８年にかけて、ラティーナ（ローマ郊外）、トリノ・ヴェルチェ
レーゼ（北部）、ガリリアーノ（南部）に相次いで原発導入が決まり、建設が
始まった。ただし３つの原子力発電所には、３基の異なる形式の原子炉が導入
された
（４）
。このような複雑な展開は、北部に拠点を置くエディソン社など民間企
業主体の勢力、ENI主体の勢力、それに対抗する産業復興公社（IRI）主導の
勢力という３つのグループの複雑な対立関係を反映していた。３つの原発立地
は、もちろん北部・中部・南部と地域的亀裂が根深いイタリアにおいて、地域
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開発策としてのバランスを考慮したからでもあった。
当時の原発開発は非常に激しい対立を惹起した争点であったが、それは新た
なエネルギー供給や経済発展への期待の裏返しゆえであった。イタリア政府
は、さらなる原子力開発政策の推進を考え、１９６０年８月、法律第９３３号を制定
して、CERNを独立した原子力エネルギー全国委員会（CNEN : Comitato nazi-
onale per le energie nucleari）に昇格させた
（５）
。同時期電力産業国有化もついに
実現し、全国電力公社（ENEL）が設立された。全国的な電力公社の下で、原
子力開発もより一貫した道をとって発展すると期待された。１９６２年１２月法律第
１８６０号によって、原子力の平和利用の大枠が定められ、CNENの役割、研究開
発その他多用な側面について推進の方向性が示されたのである
（６）
。
そして、１９６０年代に入ると、３つの原子力発電所が稼働することで、イタリ
アはごく短期間で、フランスを凌ぐ発電量を誇る、世界有数の原子力発電能力
を有する国として浮上したのである。
（３） 開発の停滞
しかし、実際には、原子力開発への期待はこの後急速に萎んでいった
（７）
。ENEL
も公式には推進の立場を堅持しながら、実際には新規発注を抑制するなど積極
的推進策を採用しなかった。このような事態は、イポリートなど原子力開発の
中心人物からみれば、まさに「失われた１０年」であった
（８）
。
その理由は、第一に、電力産業国有化が、政府と民間の間に複雑で非常に激
しい対立を惹起し、その余波によって原子力開発問題が翻弄されたことであ
る。このような対立のために、国策としての推進がますます難しくなっていっ
た。実際 CNENのリーダーかつ ENELの経営陣の座を占め、原子力開発の元
締めと目されたイポリートは、ライバルとなった電力会社やその支援を受けた
与党社会民主党などの攻撃によって汚職の罪を着せられ、辞任に追い込まれ
た
（９）
。民間企業も原子力発電に対する投資偏重を危惧して、イポリートの政策を
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攻撃してきた。
第二に、ENIなど強力な政治力を有する石油産業の圧力によって、競合する
原子力発電は敵視された。ENIは１９６０年代初頭、総裁マッテイの死去以後政治
力を減退させていたものの、最大与党 DC内の中道左派を軸に、それに止まら
ない多用な政党勢力への献金を通じて、依然として大きな政治邸影響力を行使
していたからである。
第三に、技術的停滞も関係していた。当時のイタリアでは原子力発電が技術
的に安定せず、発電能力が大きく減少したり、停止したりする事態が頻発し
た。ガリリアーノは１９７８年、蒸気発生器（初期の BWRには取付けられていた）
のトラブルにより運転を停止し、修理費用と残存耐用年数の兼ね合いから１９８２
年３月に閉鎖された
（１０）
。これらの要因によって、イタリアの原子力開発政策は、
大きな壁にぶつかったのである。
（４） 石油危機と再始動の模索
１９７３年の第一次石油危機は、原子力開発を再活性化するべきであるという声
を強めるきっかけとなった。先進各国は高騰する原油価格とエネルギーコスト
上昇の問題への対応として、相次いで原発増設を打ち出した。
イタリア政府も本腰を入れて、石油以外の代替エネルギーの開発に取り組ん
だ。１９７５年に制定された国家エネルギー計画（PEN）では、原子力発電能力を
火力発電に匹敵する水準まで急速に引き上げようとした。また ENELもあら
たな原子炉を発注し、公共部門も原子力開発への投資を大幅に引き上げると発
表した。さらに政府は１９８２年３月の法律第８４号において、CNENを改組して、
原子力・代替エネルギー研究開発全国委員会（ENEA）を設置した。ENEAは
あらたに代替エネルギーの研究開発を担当することになったが、同時に CNEN
の権限である原子力エネルギー開発関係も担当した。その後８５年まで数次にわ
たり制定された PENでも若干の修正を含みつつも、原発推進の方針は堅持さ
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れた。ついに１９８１年４基目の原発として、カオルソの発電所が稼働した。
しかしながら、１９８５年までにあらたに着工に至ったのはわずか１件のみと、
計画と実際の進捗との乖離は著しかった
（１１）
。このような遅滞には、ENIなど石油
産業の反発、ENELの経営危機など多様な要因が作用していた。とりわけ重要
なのは、環境運動の拡大と原発への批判増大および、それと関係した立地候補
自治体の反発である。
１９７９年、アメリカのスリーマイル島原発での事故は、アメリカのみならず、
他国にも原子力発電所の環境リスクを知らしめた。当時世界で浮上しつつあっ
た環境運動は、原発をひとつの標的として攻撃し始めていた。とくにヨーロッ
パは環境運動が盛んであり、イタリアでも原子力発電の危険性について、ガリ
リアーノのトラブルなどきっかけに、批判の声が高まりつつあった。それゆ
え、立地自治体の反発も強まっていったのは当然の流れであった
（１２）
。イタリア政
府は、１９８３年の法律第８号によって、発電所立地自治体（コムーネ［市町村］
や州）に有利な交付金を供する制度が定められた。しかし、この制度も受け入
れ拡大につながらず、結局一カ所のみがあらたに原発を受容するに留まった。
イタリアの原発政策は石油危機の中で拡大の兆しを見せながら、同時に環境
問題などとの関係でその行方に不安の兆しが見えてきていたのである。
３．チェルノブイリ事故と原発政策の転換
（１） 事故とイタリアの対応
１９８６年チェルノブイリ原子力発電所の事故は、ヨーロッパの原発政策にとっ
て決定的な影響を与えたと言われる。イタリアでは、そのインパクトは原発の
廃止という、原発保有国では唯一の先鋭的な道を選択した。
原発からの離脱は、しばしば国民投票（レフェレンダム）による国民の明確
な選択の結果だと言われる。しかし、実際には、２（３）で指摘したように、
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すでに後退の兆候は生じていた。脱原発は、いくつかの慎重な後退の選択が積
み重なった帰結とみるべきである。
まずチェルノブイリ事故からひと月余りの１月、上下両院は１９８５年の PEN
に定められたエネルギー政策の目標を再検討する全国会議を開催すべきこと、
原子力発電所の開発を当面控えるべきとの決議を行った。その結果、カオルソ
とラティーナの原子炉は停止された（その後再稼働は無い）。トリノ第一発電
所はつづく１９８７年３月に停止された。全国会議は１９８７年２月ローマで開催さ
れ、「経済・エネルギー・発展」、「環境・健康」、「規範的・制度的側面」の３
専門家委員会が設置された。しかしこれら専門家委員会でも結論は出なかっ
た。
つづいて、１９８７年１１月８日・９日の両日、国民投票が実施された。すでに指
摘したように、１９８０年代には環境意識の高まりを受けて、環境保護団体による
反対運動は一段と拡大していた。チェルノブイリ事故を受けて、原子力の是非
を問う国民投票実施を要求する運動が加速し、右派の急進党および社会民主党
が後援する形で進められ、５０万人を超える署名数が集まった。同案件の有効性
をめぐり憲法裁判所で審理されていたものの、１９８７年１月に同案件を国民投票
に付すことに合意する判断が示されていた
（１３）
。
国民投票では、原子力開発を促進する一連の法律の廃止が問われた
（１４）
。具体的
には、経済計画省庁間委員会（CIPE）に対して、①原発立地候補自治体が一
定期間に受け入れ見解を表明しない場合には立地を決定する権限を与える法
律、②原発や火力発電所などを受け入れるコムーネや州に対して交付金を供与
する法律、③ENELに海外での原発開発に従事するのを認める法律である。イ
タリアの国民投票制度は、既存の法律の廃止を問う効力のみを有すると定めら
れている。それゆえに、原子力開発の是非そのものを直接国民の判断に付託す
ることはできなかったが、実質的にはそのような意味合いを有することは広く
理解されていた。主要政党も、若干の留保を付しながらも、賛成陣営に属して
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いた。
国民投票の結果、３法とも７０％以上の反対により廃止が決定した。ただし、
投票率は６０％台とそれまでの国民投票と比べてもっとも低く、白票や無効票も
目立ったとされる。すなわち原発廃止に明確な賛意を示した国民は全有権者の
半数に及ばない程度であった。したがって、イタリア国民が一致して原発廃止
を支持したかのような後の言説には、誤解が含まれているといえよう
（１５）
。
（２） 脱原発政策の展開
政府は投票結果を受けて原子力政策原案をとりまとめて議会に提出し、同年
１２月下院は決議を行った。決議では、５年間の原発建設に関するモラトリア
ム、トリノ第二原発の取り消し、ラティーナ原発の最終的閉鎖、トリノ第一原
発とカオルソの運転再開前の安全評価、モンタルト・カストロ発電所の火力発
電所への転換、研究と産業応用領域での政策展開が定められた。イタリアの原
子力計画は大幅に縮小されることになった
（１６）
。当時設置された検討委員会は、現
在建設中の原発については完成させる方が経済効率から望ましいという結論を
出したものの、社会党など廃止を求める政治勢力の見解とは対立した。
さらに１９８８年８月、キリスト教民主党のデミータ率いる連合政権下で、新た
な国家エネルギー計画が策定された。そこでは、エネルギー節約、エネルギー
源の多様化、国内エネルギー源の開発を通じて、国外へのエネルギー依存を減
らし環境対応を強化するとした一方、原発再開も建設中の原発の完成も目指さ
ない点が強調された。研究炉などその他の原発も廃止された。さらに、１９９１年
８月の法律第２８２号によって、ENEAは核技術・エネルギー・環境国家機関
（ENEA）へと改組されて、原発に関係した環境問題の対応など新たな政策課
題を担当するようになった。
１９８０年代後半、チェルノブイリの事故を契機とした政策的見直しによって、
イタリアは原子力発電の完全な廃止という「急進的」な道を選択した。その後
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は、ごく例外的な研究や国際協力をのぞき開発は中止されて、異例のかたちで
脱原発を遂げたのである。
（３） 脱原発のコスト
閉鎖された４基は１９９３年１２月に原子力施設凍結の期限を迎えたが、運転再開
はなかった。１９９９年３月、電力市場自由化、国営電気事業の民営化の一環とし
て原子力発電所を所有・運転していた ENELの発電所は、イタリア経済省、
財務省が株式を保有する国営企業、原子力発電所管理会社（SOGIN）に移管さ
れた。１９９９年１２月、今後２０年間にわたりデコミッショニングと廃棄物管理を行
う方針を明らかにしたが、２００１年５月には前倒し計画が策定され、２０２０年まで
にデコミッショニングの終了を予定していた
（１７）
。
脱原発政策は、国民の合意によって達成された政策的革新であったが、同時
に大きなコストを伴っていた。いわゆる「原子力の負荷（oneri nucleari）」で
ある。まず、ENELや関連企業は、１９９１年１月の法律第９号によって、原発停
止によるコストと損失について補償を受けることが定められた。こうした原発
閉鎖や設備発注取り消しに伴い生じた莫大な補償は、エネルギー価格を押し上
げる効果を有していた
（１８）
。
原子力発電所の閉鎖の代替エネルギーの調達先としては、火力発電所の新設
等によって確保することが計画されていた。しかし、財政赤字や住民の反対に
よって発電所立地は思ったように広がらず、結果として国内の需要を賄うため
にフランスやスイスなど近隣諸国から輸入電力の比率が大幅に増大した。原子
力に大きく発電を依存した両国からの電力輸入に頼っていることは、脱原発政
策の大きな皮肉である。また、発電能力の不足は、今世紀の夏期に頻発した電
力不足の損害を被りやすいことを意味した。実際フランスなどからの送電不足
もあり、２００３年夏の猛暑と大規模停電のように、しばしば多くの死者が発生す
るほどの危機に陥った夏もあった。さらに、イタリアは海外からの輸入電力へ
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の依存に加え、イタリア国内の総発電設備容量の７６％が石油と天然ガスによる
火力発電であることから、エネルギー価格の高騰に拍車がかかっている。
これらの要因のために、イタリアの電気料金は EU内で最高レベル（EU平
均の１．６倍）となっている。脱原発政策は、イタリアのエネルギー政策、さら
には経済運営にとっても、原発廃止に伴うメリットばかりではなく、大きなコ
ストを課したのである。
４．原発開発政策の回帰と断念
（１） 再開への先触れ
２０世紀末から２１世紀初めにかけて、イタリアの脱原発政策に大きな影響を与
える事態が浮上した。まず、１９９７年１２月に第３回気候変動枠組条約締約国会議
（地球温暖化防止京都会議：COP３）で採択された気候変動枠組条約に関する
議定書、いわゆる京都議定書である。京都議定書は、先進国に厳しい温室効果
ガスの削減義務を課した。とくにヨーロッパは、EUにおいて環境により配慮
してさらに厳しい温室効果削減目標を設定しようとしていた。これを可能とす
るには、風力など自然エネルギーの活用だけでは大幅に不足しており、重要な
排出源である火力発電抑制のために、原子力発電の拡充が望ましいという見解
が浮上した。さらに、中国など新興国の経済成長に伴う原油価格上昇も、原子
力発電への注目に拍車をかけた。
環境やエネルギー構造の変化に伴う原子力発電再評価の流れは、イタリアに
も波及した。イタリアではエネルギーコスト問題はとくに深刻であった。経済
成長が停滞する中で、エネルギーコストの高さは、社会保障コストや保護主義
的な市場規制のコストと並んで重大な問題だと意識されていた（現在のデータ
では、エネルギー需要の８７％を外国からの供給に依存していおり、エネルギー
源の割合は、原油４３％、天然ガス３６％である。）
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共通通貨ユーロ導入準備に伴う厳しい財政運営が続いた１９９０年代後半には、
打開策の一つとして原子力発電の再開が検討課題として浮上した。いくつかの
研究グループによる作業の後、１９９８年１１月、当時の中道左派政権の産業相ベル
サーニは、原子力エネルギーに対する批判的立場を修正し始めていた。しか
し、翌年実施された電力部門の自由化・ENELの民営化によって、原子力発電
所解体と廃棄物管理に責任を負う公共企業・原子力設備管理会社 SOGINが設
置され、一連の原発はその管理下に入った（１９９９年３月、法律的政令第７９号）。
この措置で原発解体の方向性は再度明確化されたために、再開への歩みは潰え
たかのようにみえた。
しかし、２１世紀に入り、産業界に近いベルルスコーニ首相率いる中道右派政
権が登場すると、風向きは再び変わり始めた。２００２年の生産活動に関する議会
委員会では、タバッチ委員長らが、他のヨーロッパ諸国も原子力発電を利用し
続ける中で、イタリアも原子力発電の必要性を再建とするべきとする報告を発
表した
（１９）
。ついで２００５年には、スカヨーラ生産活動相が、より明確に原子力エネ
ルギーについて再検討して、電力コストを引き下げるべきであると主張した。
同時期イタリアは、原子力産業の技術を維持する狙いもあって、国外で積極的
に原発開発を支援した
（２０）
。この方策は、１９８７年の国民投票において ENELの海
外展開を禁じた投票結果を事実上見直すものであったといえる。しかし、国内
では、議会立法期終了と総選挙が迫っていたために、本格的な見直しは実現し
なかった。
（２） 原発開発の再始動
２００６年総選挙では結局中道左派が勝利し、再開は立ち消えとなった。しか
し、繰り上げ総選挙が行われた２００８年中道右派のベルルスコーニ陣営が政権を
奪還すると、再開の機運は急速に盛り上がりを示した。
政権成立直後の２００８年５月、スカヨーラ大臣は、高いエネルギーの海外依存
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状況から脱するため、当該立法期終了（２０１３年）までに、一群の新世代の原子
力発電所建設を含む原子力発電再開、およびエネルギーのうち４分の１を原子
力で賄うことを目標とする、あらたなエネルギー政策を提唱した。さらに２００８
年８月の法律第１３３号において経済開発に関する緊急措置を規定する中で、イ
タリアにおける原子力エネルギーの再活性化促進が定められた。
原子力開発再開への動きを受けて、政府は２００９年７月に新法案を提出した。
翌８月、法律第９９号として制定された新法は、単なる原発開発再開に止まらな
い政策像を提示しようとしていた。２５条では、従来困難をきわめてきた原発立
地を円滑に行うため、政府は自治体同意なくとも決定できること、原発受入自
治体の市民は補償を受けられることを定めた。２９条では独立した原子力安全の
規制機関創設を定めた。当該立法の成立によって、１９８７年の国民投票のうち、
国内向けに残っていた原発立地と補償に関する２つの投票結果が覆されるに
至った。
さらに２０１１年２月末、ベルルスコーニ首相はフランスのサルコジ大統領と
ローマで会談し、伊仏原子力協定に調印した。この協定は、イタリアが国際的
にも原発推進に再び踏み出したことを宣言するものであった
（２１）
。このように、ベ
ルルスコーニ政権（当時）のイタリアは、他の先進国も原子力発電の強化に向
けて政策転換を図る中で、同様に原発再開への道筋を着けようとしていたので
ある。
（３） フクシマと国民投票による再断念
２０１１年３月東日本大震災と東電の福島第一原発の事故は、かつてのチェルノ
ブイリ事故と同じように、ヨーロッパ、そしてイタリアの原発政策そのものに
再考を迫った。まず原発事故直後、ドイツのメルケル政権が打ち出した原発の
段階的廃止方針は、イタリアにも大きな衝撃を与えた。ベルルスコーニ政権の
原発再開方針に対する批判は急速に盛り上がり、国民投票によって再開阻止を
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図るべきとする声は高まった。
原発政策の動揺は、当時の中道右派政権をめぐる困難な運営状況を象徴して
いた。すでにベルルスコーニ政権は、与党の自由国民 PdL内の対立をめぐる
フィーニ派の離脱、首相の女性問題をめぐる世論の批判、そして低成長に喘ぐ
経済運営の失敗を批判されていた。同年春の地方選挙で与党は大敗を喫し、な
お多数派は確保していたものの、議会運営はますます厳しくなっていた。政権
批判の高まりが、原発政策の見直しを求める世論にも火を着けたのである。民
主党など中道左派野党は、水道事業の民営化と閣僚に対する訴追免除の是非と
併せて原発再開の阻止を狙い、国民投票の要件となる署名集めの運動を始め
て、実施に漕ぎ着けた。
原発再開の是非を問う国民投票は、６月１２日・１３日の両日に行われた。ベル
ルスコーニ政権は有権者の過半数という成立要件を楯に、支持者に投票ボイ
コットを呼びかけ、不成立に追い込もうとした。しかし、最終的に投票率は在
外投票分も含めて約５５％に達し、国民投票は有効となった。そして４つの国民
投票のいずれも賛成は約９５％に達した。政治学者のサルトーリが喝破したよう
に、本来原子力に反対する投票だったが、ベルルスコーニ首相が国民投票ボイ
コットを呼び掛けたことで、彼自身に対する不信任投票に変化したのである。
国民の批判はきわめて強かったからこそ、１９８０年代の国民投票よりはるかに明
確に政権側も断念を表明せざるをえない状況に追い込まれたからである。
５．結語
以上本稿では、２０１１年夏の国民投票による原発拒否の問題で注目を浴びた、
イタリアの原発政策について、歴史的経緯から現代の展開を概観した。エネル
ギー資源の抜本的不足と高い輸入依存度いう状況から出発したイタリアにとっ
て、原子力発電は高い期待を抱かせるエネルギー源であった。ただし、政党政
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治との関係や、公共部門と民間部門の摩擦、既存エネルギー産業との対立が作
用して、１９５０年代の一時期を除いて十分な資源を振り向けて開発されることは
なかった。ENELの報告書が末尾において、イタリアは一度も真剣に原子力開
発を最優先に推進することはなかったと結んでいるのも、そのような評価の例
証である
（２２）
。
したがって、チェルノブイリ直後の明確な脱原発政策は、他の先進国と比べ
ると異例の政策であった一方で、既存のエネルギー政策からの転換度という点
では、従来いわれてきたほど効果は大きくないといえる。原子力エネルギーの
開発が国民的コンセンサスを得たことは、戦後イタリア史上一度もなかった。
それゆえに、２０１１年の国民投票による「拒否」も、すでに定められていた方針
の追認という側面を無視できない。推進派の中道右派政権が退陣した現在、再
び開発推進の道へと戻る可能性は高くないと考えられている。
しかしながら、それらの側面を考慮しても、イタリアが原発推進への政策転
換が目前に迫ろうとしていた中で、脱原発の道を明確に選択したことは確かで
ある。１９７０年代から８０年代前半には開発促進、そして２０００年代には開発再開
が、明示的選択肢として浮上していた。開発の停滞から脱原発へという流れ
は、不可逆的なものでも、波乱を含まないものでもない。第二次世界大戦後の
原発開発の歴史を振り返れば、推進と後退の間で多様な選択肢が存在し、政治
的対立、経済的利益、技術的問題など複雑な要因が作用する中で、その都度特
定の経路が選択されてきたことが分かる。２０１１年、国民投票による脱原発の選
択後も、いかなる脱原発化をめぐる選択は引き続き課題となるであろう
（２３）
。
（１） Archivio Storico ENEL. 2009. Il Nucleare in Italia, p.37.
（２） Archivio Storico ENEL. 2009. op. cit., p.73.
（３） 伊藤武、『再建・発展・軍事化――マーシャル・プランをめぐる政策調整とイタリア
第一共和政の形成（１９４７年－１９５２年）――』東京大学社会科学研究所、ISS Research Series,
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（４） 導入に際しても、自主技術開発を重視する CISEなど民間側と、早期始動を優先して
輸入を主張した公共部門との間で摩擦が生じていた。
（５） De Paoli,Luigi. 2011. L’energia nucleare. Bologna : Il Mulino, Ch.2
（６） Archivio Storico ENEL, p.89.
（７） ENEL. 2009. Il nucleare in Italia. Archivio Storico dell’ENEL
（８） Ippolito, Felice e Folco Simen. 1974. La questione energetica. Dieci anni perduti
1963−1973. Milano : Feltrinelli.
（９） Archivio Storico ENEL, pp.80−85.
（１０）「イタリアの原子力事情と原子力開発」（14−05−14−01）、Atomica
（１１） De Paoli, ibid
（１２） Archivo Storico ENEL, p.113
（１３） Atomica, ibid.
（１４） Atomica
（１５） Archibio Storico ENEL, pp.126−
（１６） Atomica
（１７）「データ：イタリアの原子力施設の廃止措置政策」＜14−06−11−02＞、Atomica
（１８）１９９７年１２月末の時点では、原発閉鎖と受注取り消しの補償コストは、約１５兆リラと見
積もられる。そのうち、約９兆９千億リラは ENELへの損害賠償に振り向けられた一方、
約２兆４０００億リラは設備企業に支払われた。なお３兆リラほどが支払われなければならな
い計算である。これ以外にも研究炉の解体など膨大なコストがかかっていた。Energia nu-
cleare....
（１９） De Paoli, ibid.
（２０） 原子力から完全撤退したイタリアでは２００４年７月、「エネルギー政策再編成法（マル
ツァーノ法）」が成立。イタリア電力公社（ENEL）はイタリアへの電力供給を目的とした
国外（スロバキア、ルーマニア）原子力発電所への投資を選択している。
２００４年１２月、スロバキア政府はスロバキア電力（SE）の民営化に伴い、SE政府保有株
の６６％を ENELに売却。SEはスロバキアの電力の８５％を供給する電力会社で、６基の原
子力発電所を所有しているが、２基が資金不足の為に建設を中断している。ENELは資金
提供により発電所の建設再開を計画している。また、資金不足で建設を中断しているルー
マニアのチェルナボーダ３号機が２００４年１０月に共同事業者の募集を開始したことで、ルー
マニア、カナダ、韓国の企業と共に、ENELと重電メーカーのアンサルド・エネルギア社
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が参加を表明している。加えて、SOGIN社もアルメニア、ウクライナ、カザフスタン等の
旧ソ連型原子力発電所の安全性向上改造工事に積極的に取組んでいる。
また、イタリアは ENEAを中心に核融合研究や再生利用可能エネルギー、省エネなどの
研究をはじめ、国際的革新安全炉（IRIS）計画にも積極的に参加している。
（２１） 今回の協定には原発建設のほか研究開発と廃棄物処理が盛り込まれている。また、イ
タリア電力最大手 ENELとフランス電力公社（EDF）は伊仏間の原子力協力の一環とし
て、イタリア国内に少なくとも４基の最新式の欧州加圧水型炉（EPR）の原発を建設し、
２０２０年までに最初の原発を稼動させるとした文書に署名した。
（２２） Archivio Storico ENEL, p.124
（２３） イタリアの原子力エネルギーに関する状況については、OECDの概要説明（Country
profile : Italy - OECD Nuclear Energy Agency : http://www.oecd-nea.org/general/profiles/it-
aly.html）や原子力関連立法の解説（Nuclear Legislation in OECD Countries - Italy : www.
oecd-nea.org/law/legislation/italy.pdf）が参考になる。
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